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幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 総計
東部 136 757 417 415 206 1931 
中部 34 266 140 240 84 764 
西部 101 629 345 390 135 1600 
総計 271 1652 902 1045 425 4295 







幼稚園 小学校 中学校 高校 特別支援学校 総計
女 246 902 336 312 244 2040 47% 
男 16 544 465 662 150 1837 43% 
無回答 9 206 101 71 31 418 10% 
総計 271 1652 902 1045 425 4295 100% 




































栄養教諭 その他 記入ミス 無回答 総計
O 36 3 63 271 
1 175 O 324 1652 
1 90 O 214 902 
O 156 。 208 1045 
O 88 O 91 425 
2 545 3 4295 
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〈図 3)受講予定時期
-予備講習














重視 少し重 どちらとも あまり重 重視
ミス 無回答 平均点
標準
する 視する いえない 視しjtv、 じない 偏差
講習内容 2637 925 333 67 62 3 268 4.49 0.823 
講師 1116 1342 139 287 126 8 277 3.76 1.277 
開設者 936 1034 1298 500 229 3 295 3.49 1.654 
会場までの距離 2382 1087 367 132 55 3 269 4.39 0.889 
開催日時 2898 854 206 39 28 5 265 4.63 0.535 
講習費用 2508 962 437 84 24 3 277 4.46 0.710 
修了認定試験実績 1718 1024 988 161 94 2 307 4.03 1.218 
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業期間の平日J(24%)， 夏季土日J (21%)， i学期中
の土曜日J(18%)と続いている。
学校種別では幼稚園が比較的他と違いを見せており，








西部圃圃圃圃甜 圃圃圃圃l 37 11 無回答







0略 20覧 40児 60九 80% 100% 
(図的出身大学での受講予定




西部恒~r 84 11 無回答





春季 春季 夏季 夏季 秋季 秋季 冬季 長ζ季 住E
平日 土日 平日 土日 平日 土日 平日 土日 回答
幼稚園 8 6 75 32 6 8 16 6 
小学校 6 3 87 23 7 3 20 7 2 
中学校 6 3 81 17 6 3 24 8 2 
両校 12 6 70 19 7 5 30 13 2 
特別支援 6 3 89 21 5 3 24 5 l 
総計 8 4 81 21 7 4 24 8 2 
学期中
平日 平日 土曜 日曜
祝日
無回
昼間 夜間 日 日 主区主二週
幼稚園 19 4 26 10 4 l 
小学校 22 5 19 7 3 2 
中学校 27 5 14 7 3 2 
高校 29 7 17 9 4 2 
特別支援 23 3 19 8 3 l 

































幼稚圏 7 48 26 19 6 16 49 15 3 4 12 2 
小学校 61 45 31 37 21 26 19 22 21 30 15 1 
中学校 74 36 32 31 33 21 15 31 18 5 15 15 
I笥校 72 26 33 27 40 32 16 7 16 6 11 15 
特別支援 48 76 32 27 28 31 27 15 18 7 13 19 
総計 62 42 31 31 28 26 20 19 18 15 14 13 I 
。"八55td丸1日山J 
教脊 '性教 特別 学校 学校 幼児 その 特に 然回食育 な尚寸二‘調白
の時間
法規 コ向k 活動 経営 評{凶 教育 イ也 なし タ日主
幼稚圏 40 2 2 3 2 5 78 O 3 3 
小学校 11 14 13 9 13 9 10 2 2 2 1 
中学校 8 9 10 11 10 10 7 l 2 4 10 
向校 11 8 11 10 7 8 5 1 2 7 4 
特別支援 12 13 9 18 9 6 5 6 3 O 5 
総計 11 11 10 10 8 7 7 2 3 8 
次に希望する教科教育の中身について自由記述で回答してもらったのが(表わである。中学校・高校では
それぞれの専門教科を答える者の割合が高く問答が分散している。たとえば f国語J，r算数(数学)J， r理科
(物理・化学・生物・地学)J， r社会(地歴公民・日本史・世界史)J， r英語(外国語)J がそれぞれ 1~2割と
なっている。しかし特別支援学校では「国語J(40%)， r算数(数学)J(31%)が高く，小学校でも f国語J(65 
%)， r算数J(57%)， r理科Jr社会J(26%)の)1度に高い。したがって総計としては「毘語J(38%)， 
(34%)が高くなっている。幼稚簡に関しては，由答者そのものが少ない (13%)が，あげられたものどしては
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「音楽J(15%)， r理科Jr技術家庭J(12%)が高くなっている。また fその他j として f幼児教育」と書くケ
ースが多い。
〈表7)教科指導にかかわっては，身に付けたい科目等(白血記述，複数回答) (回答者に対する割合:%) 
国号ロ五ロ 算数 理科 社会 英語
幼稚闘 9 6 12 3 3 
小学校 65 57 26 26 7 
中学校 15 16 13 12 15 
両校 14 12 12 1 14 
特別支援 40 31 13 19 15 
総計 38 34 18 18 1 
道徳 J小i公山i口h、 農業 工業 商業
幼稚菌 3 O O O O 
小学校 2 2 O O O 
中学校 4 O O 。 O 
両校 O O 3 5 3 
特別支援 O O O 。 O 
















技術 音楽 ，t育報 美術 生活
家庭
12 15 3 9 O 
14 12 1 O 5 
9 4 2 5 O 
5 i 8 1 O 
7 13 l 4 2 
10 8 3 2 2 I 
福祉 その他 回答者(無記入以外)割合|
O 44 13 
O 9 65 
O 8 63 
2 14 57 
O 18 51 







教科 子ども 不霊長校 情報・ 人権 環境 国捺 健康・安 もの
指導 の発達 問題 メデ、ィア 問題 問題 理解 全教育 づくり
幼稚罷 75 8 9 19 11 3 28 24 
小学校 29 37 28 32 29 24 25 16 15 
中学校 43 23 34 31 30 19 12 12 13 
I埼校 46 19 34 26 27 27 19 17 14 
特別支援 26 49 41 31 26 25 15 18 20 
総計 34 33 30 29 28 23 18 16 15 




Aづ4い3自刃 福祉 糧問題 問題 技術 し
幼稚園 6 46 4 3 O O 4 
小学校 13 1 8 7 6 1 3 12 
中学校 11 6 7 9 10 I 5 1 
i角校 14 6 14 15 13 1 8 5 
特別支援 11 27 6 12 6 2 2 6 
総計 12 12 9 9 8 4 9 
(表8)は選択科医を念頭において，学習したい領域を上記の項目から選択してもらった結果で、ある。ここ
でも「教科指導J(34%)最も多くなっているが，第2位以下との差は小さく子どもの発達J(33%)， r不整
校問題j (30%)， r情報・メディアJ(29%)， r人権問題J(28%)と続く。(表6)と閉じように学校穏による
楚異が大きく，幼稚園では 「子どもの発達J(75%)が飛びぬけて高く， r児童福祉J(46%)， r健康・安全教
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育J(28%)が続く。また特別支援学校では， r子どもの発達J(49%に 「不登校問題J(41%)， r情報・メディ
アJ(31%)， r児童福祉J(27%)の順に高い。
中学校・高校は比較的同様の傾向を示している。中学校では， r教科指導J(43%に「不登校問題J(34%)， 
「情報 ・メディアJ(31%)， r人権問題J(30%)の順に高い。高校では教科指導J(46%)， r不登校問題」
(34%に「環境問題Jr人権問題J(27%)， r情報 ・メディアJ(26%)の順に高い。小学校で、は幼稚園 ・特別






































には地域差があり ， rすべて受講するj と回答している者が，東部では68%，中部では59%と高いが，西部は
30%となっている。とは言え「受講しないJとする者は数%であり，多くが地元での受講を希望していると考
えられる。受講にあたっては開催日時j を重視する割合が一番高く講習内容1 r講習費用1 r会場ま
での距離Jを合わせた4つの項目については，全体の半数以上が「重視する」と答えており，次年度以降の計
画でも重視する必要がある。
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その最も重視されている開催日時は，夏季休業期間の平日を希望する者が 81%と際立って多く，この期間を中
心とする日程編成が望ましいことが分かる。ただし，夏季休業期間の平日を希望しない者のうち，夏季休業期
間の土おを希望する者が 36%(261名)存在する。このようなケースは朝交種では幼稚園・小学校に多く見ら
れ，対象とする学校種に応じた日1封濡成が求められることを示している。
講習内容の希望は学校種に応じて，また中学校・高校では担当教科に応じてさまざまである。たとえば幼稚
園では，当然ながら教科教育関係の要望は少なく幼児教育J I保護者連携J I食育」などの要望が高い。
小学校や特別支援学校では，教科としては「国語J r算数Jへの要望が高い。 r特別支援教育Jについては特
別支援学校ばかりでなく，学校種を間わず高い要望となっている。選択講座においてはもちろんのこと，実際
には難しい面があるが，必修講座においてもすべての学校種を想定した内容が求められる。
以上，主に学校種別により要望が異なることが確認された。先に更新制そのものに対する否定的見解が多か
ったことを指摘したが、一方で普段研修の機会が少ない者にとっては肯定的に捉えられていたり、やるのであ
れば意味のある研修にしたいと考えたりする者も少なからずいる。制度的にも現行の研修制度との関連を考え
る必要があり，課題は多い。今後の課題としては，すでに実施された予備講習や次年度以降実施される講習の
効果を明らかにすることがあげられる。講習時に行われる事前・事後調査の内容や方法を含め、更新講習の改
善のために継続して調査を実施することが必要である。
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